社会の目が環境行動に与える影響―環境問題のフィールド実験から―
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ポイ捨ての問題は、身近な環境問題の一つと言える。この問題に対し、街中では「ポイ捨てをしないように」という看板など行動主体に訴えかける手法の解決策が多くとられている。しかし、ポイ捨ての行動に関してCialdini(1990)が「汚れている環境はさらなるポイ捨てを誘発する」と述べているように、主体のみならず外界構造や他者の存在といった環境の影響も先行研究では示唆されている。この有効性を検討する小規模なフィールド実験を行ったが、Cialdiniが言及するような効果は見られなかった。

そこで、ある程度広さがあり、ポイ捨てのしやすい環境として成立しているために対策の難しい観光地ごみに着目した。具体的には、道の駅のトイレに募金箱を設置することでどの程度トイレの不適正排出が減るか、道の駅とうや湖で社会実験を行った。同時に、同駅のトイレ利用者へアンケート調査を行い、回答者が募金したか、どのくらいの割合の人が募金をすると思うかの予想などを尋ねた。その結果、目視と計量によるごみ箱利用及びポイ捨てについては、ポイ捨て減量効果があったように見えた。実際に募金する人は約1％に過ぎなかったが、アンケート調査では10％くらいの人が募金するだろうと予測されていた。また、募金する方式は不公平感が低いことが示された。さらに、旅行者とそれ以外（主に地元住民）ではごみ箱を設置すべきか否かの考えにずれがあることも示唆された。
ポイ捨てを誘発するためには大規模な仕掛けが必要であるのと同様に、抑制するためにも現場に見合った規模の仕掛けが必要である。しかし、道の駅の実験では、ごみ箱や募金箱があることで「周囲の協力的な他者」が多く見積もられ、募金箱を意識することで不公平感が軽減された。また、旅行で観光地を訪れる立場と観光客を迎え入れる立場では「ポイ捨て」を解決するための手段に考え方のずれがあった。旅行者は「ごみ箱を設置すればポイ捨てが減る」、地元住民は「観光客が持ち帰ってくれればポイ捨てが減る」と考えていた。立場の違いが求める解決の違いを生じさせているために問題がより複雑化している。街中にあるような主体に訴えかける手法に有効性を持たせるためには、主体の特性も考慮する必要があるだろう。今後は、これらの視点をより大きな仕掛けで実証していく必要がある。
